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証券コード　3048

平成29年10月31日

株　主　各　位
東京都豊島区高田三丁目23番23号

株式会社ビックカメラ
代表取締役社長 宮 嶋 宏 幸

第37期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第37期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席いただきますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法により議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平成29
年11月15日（水曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し
あげます。

［郵送による議決権の行使の場合］
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限ま
でに到着するようご返送ください。

［インターネットによる議決権の行使の場合］
　所定の議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙
に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内
にしたがって、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。
　インターネットによる議決権の行使に際しましては、３頁の「インターネットによ
る議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

－ 1 －
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記

1. 日 時 平成29年11月16日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都板橋区大山東町51-1

板橋区立文化会館　大ホール

3. 会議の目的事項

（報告事項） (1) 第37期（自平成28年９月１日　至平成29年８月31日）事業報

告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

(2) 第37期（自平成28年９月１日　至平成29年８月31日）計算書

類の内容報告の件

（決議事項）

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役13名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

4.　その他本招集ご通知に関する事項

　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「主要な事業所」、「業

務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要」、連結計算書類の「連結

株主資本等変動計算書」、「連結注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算書」、

「個別注記表」につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、当社ウェブ

サイト（http://www.biccamera.co.jp/ir/）に掲載しておりますので、添付書類に

は記載しておりません。したがって、本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成

するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。

以　上

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.biccamera.co.jp/ir/）に掲載さ

せていただきます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申しあげます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

１．インターネットによる議決権行使について
（１) 書面による議決権行使に代えて、パソコン又は携帯電話により当社指定の「議

決権行使ウェブサイト」（下記URL）にて議決権を行使可能です。ご希望の方
は、同封の議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使コード及びパスワードに
てログインしていただき、画面の案内にしたがって入力ください。なお、セキ
ュリティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを変更いただく必要があ
ります。

http://www.it-soukai.com

（２）行使期限は平成29年11月15日（水曜日）午後６時までであり、同時刻までに入
力を終える必要があります。お早めの行使をお願いいたします。

（３）書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インタ
ーネットによるものを有効とします。インターネットにて複数回行使された場
合は、最後に行われたものを有効とします。

（４）パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効で
す。次回の株主総会時は新たに発行いたします。

（５）インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、
パスワードを当社よりお尋ねすることはございません。

・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロック
された場合、画面の案内にしたがってお手続きください。

・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っ
ておりますが、ご利用の機器によってはご利用いただけない場合があります。

２．お問い合わせ先について

ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行 証券代行部（以下）まで
お問い合わせください。

（１）議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル　0120-768-524（平日 9：00～21：00）
（２）上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル　0120-288-324（平日 9：00～17：00）

（ご参考）
機関投資家の皆様におかれましては、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プ
ラットフォームをご利用いただくことが可能です。

以　上
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（添付書類）
事　 業　 報　 告

(自　平成28年９月１日
至　平成29年８月31日)

1.　企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな景気の回復基調が続いてお

ります。企業収益及び雇用情勢は改善が続いており、個人消費は緩やかに持ち

直しております。

　当家電小売業界における売上は、冷蔵庫、洗濯機、エアコンといった白物家

電やテレビ等が堅調に推移し、デジタルカメラ、パソコン、スマートフォン等

がやや低調であったものの、総じて堅調に推移しました。

　こうした状況下にあって、「より豊かな生活を提案する、進化し続けるこだ

わりの専門店の集合体」を目指し、当社グループをあげて、接客力・専門性の

向上、新規事業の拡大及びアフターサービスの強化に取り組むと同時に、生産

性の向上に向け、当社グループのシステム統合効果の創出及び物流改革に取り

組んでおり、平成29年７月１日には、大規模な船橋新商品センターを稼動いた

しました。また、インターネット通販システムの刷新を踏まえ、オムニチャネ

ルを含むインターネット通販事業の強化に取り組んでおります。

　店舗展開におきましては、平成28年９月14日に「ビックカメラ広島駅前店」

（広島県広島市）を開店、平成29年４月７日に「ビックカメラ名古屋ＪＲゲー

トタワー店」（愛知県名古屋市）を開店、平成29年６月22日に「ビックカメラ

ＡＫＩＢＡ」（東京都千代田区）を開店いたしました。なお、平成29年９月29

日に「ビックカメラ京王調布店」（東京都調布市）を開店しております。

　この他、グループ会社におきましては、株式会社コジマが「コジマ×ビック

カメラ 西友ひばりヶ丘店」(東京都西東京市)、「コジマ×ビックカメラ らら

ぽーとTOKYO-BAY店」（千葉県船橋市）など５店舗を開店いたしました。なお、

株式会社コジマにおけるビックカメラ流の商品選定及び店内装飾と展示手法を

活用した体験提案型の売場を設けた「コジマ×ビックカメラ店」は、平成29年

８月末現在コジマ店舗数のうち80％以上となっております。

　連結子会社である株式会社ラネットは、同社の子会社であり同じく当社の連

結子会社である株式会社ラネットコミュニケーションズを、平成28年11月１日

に吸収合併しております。

－ 4 －
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　以上の結果、当連結会計年度の売上高は 7,906億39百万円（前年同期比 1.5％

増）、営業利益は 218億54百万円（前年同期比 0.7％減）、経常利益は 243億

64百万円（前年同期比 5.6％増）、税金等調整前当期純利益は 227億45百万円

（前年同期比 4.7％増）となりました。法人税等合計が 72億16百万円、非支配

株主に帰属する当期純利益が 20億24百万円となったため、親会社株主に帰属す

る当期純利益は 135億５百万円(前年同期比 12.7％増）となり、 ROE（自己資

本当期純利益率）は 11.7％となりました。

　品目別売上高のうち物品販売事業につきまして、音響映像商品の売上高は 

1,269億４百万円（前年同期比 0.3％増）、家庭電化商品の売上高は 2,488億96

百万円（前年同期比 3.5％増）、情報通信機器商品の売上高は 2,452億46百万

円（前年同期比 1.8％減）、その他の商品の売上高は 1,560億48百万円（前年

同期比 4.0％増）となりました。

　物品販売事業以外のその他の事業につきましては、連結子会社である日本Ｂ

Ｓ放送株式会社の売上高が増加したことに伴い、売上高は 135億43百万円（前

年同期比 11.7％増）となりました。

企業集団の品目別売上高、同構成比及び前年同期比増減率

品目別
売上高

（百万円）
構成比
（％）

前年同期比
増減率(％)

音響映像商品 126,904 16.1 0.3

家庭電化商品 248,896 31.5 3.5

情報通信機器商品 245,246 31.0 △1.8

その他の商品 156,048 19.7 4.0

物品販売事業 777,096 98.3 1.3

その他の事業 13,543 1.7 11.7

合計 790,639 100.0 1.5

－ 5 －

事業の経過及び成果
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(2) 対処すべき課題

　当社グループは、「お客様第一主義を実践し、最高のサービスをお客様に提

供することで社会に貢献する」を企業理念に掲げ、「一人ひとりのお客様を大

切に、最高の満足と喜びを感じていただけるよう、笑顔と真心を込めた言葉で

接します」をスローガンに、「より豊かな生活を提案する、進化し続けるこだ

わりの専門店の集合体」を目指してまいります。

①　生産性の向上

　株式会社コジマとの物流統合を完遂させ、グループ在庫の適正化を進める

など、営業利益の向上に努めてまいります。

　また、グループ内の人材交流、女性従業員の活躍支援などを通じ、組織活

性化を図り、生産性の向上につなげてまいります。

②　持続的な成長

　接客力と商品知識の向上、品揃えの強化に加え、オムニチャネルの強化に

取り組み、「専門店の集合体」の更なる進化に努めてまいります。

　また、インターネット通販事業、インバウンド事業、法人営業、住設事業、

非家電事業、プライベートブランド商品、生活家電・ＩoＴ家電を成長領域と

位置づけ、積極的に経営資源を投下してまいります。

　店舗展開につきましては、当社において年１店舗程度、株式会社コジマに

おいて年数店舗の新規出店に取り組んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、何卒倍旧のご支援とご鞭撻を賜りますよう重

ねてお願い申しあげます。

(3) 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は 156億８百万円であります。そ

の内訳は、有形固定資産 106億９百万円、無形固定資産 29億57百万円、投資そ

の他の資産 20億41百万円であり、主なものは、ビックカメラ広島駅前店、ビッ

クカメラ名古屋ＪＲゲートタワー店の店舗新設に係る設備及び差入保証金、東

松山商品センターの増設に係る設備及びシステム開発に係るソフトウェアの取

得であります。

－ 6 －
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(4) 資金調達の状況

当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。

(5) 財産及び損益の状況の推移

区分
第34期

（平成26年８月期）
第35期

（平成27年８月期）
第36期

（平成28年８月期）

第37期
（当連結会計年度）

（平成29年８月期）

売 上 高
（百万円）

832,748 795,368 779,081 790,639

経 常 利 益
（百万円）

24,056 20,401 23,067 24,364

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

（百万円）
9,850 6,804 11,985 13,505

１株当たり当期純利益
（円）

57.35 39.25 65.91 74.28

総 資 産
（百万円）

329,335 329,580 336,769 350,211

純 資 産
（百万円）

107,085 120,846 129,096 145,593

 (注) 1.　当社は、平成26年３月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っておりま
す。第34期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定して
おります。

2.　第35期より会計方針の変更及び表示方法の変更を行っており、第34期についても、当該会計
方針の変更及び表示方法の変更を反映した遡及適用・組替後の数値を記載しております。遡
及適用・組替により、第34期の売上高は 2,914百万円増加、経常利益は６百万円減少、親会
社株主に帰属する当期純利益は２百万円減少しております。

－ 7 －
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(6) 重要な子会社の状況

名称
資本金

（百万円）
議決権比率
（％）

事業内容

株式会社生毛工房 10 100.0 寝具の製造・販売

株式会社ジェービーエス 20 100.0 一般貨物運送業

株式会社ソフマップ 100 100.0
パソコン・デジタル機器の
販売・買取

株式会社東京計画 10 100.0
広告代理業、不動産の賃貸
・管理及びゴルフ場の運営

株式会社東京サービスステーション 10 100.0 家庭電化商品等の取付・修理

株式会社ビックアウトレット 10 100.0 家庭電化商品等の販売

株式会社ビック酒販 50 100.0 酒類・飲食物の販売

株式会社ラネット 10 100.0 移動体通信機器の販売

東京カメラ流通協同組合 14 100.0（ 75.5） 共同金融事業

豊島ケーブルネットワーク株式会社 100 82.3 有線テレビジョン放送事業

日本ＢＳ放送株式会社 4,183 61.4 衛星放送事業

株式会社コジマ 25,975 50.1 家庭電化商品等の販売

 (注) 1.　議決権比率の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
2.　株式会社ラネットコミュニケーションズは、株式会社ラネットを存続会社とする吸収合併

（合併期日：平成28年11月１日）により消滅しております。

(7) 主要な事業内容（平成29年８月31日現在）

　当社グループは、当社、子会社16社及び関連会社１社で構成され、音響映像

商品、家庭電化商品、情報通信機器商品及びその他の商品の物品販売を主な事

業としております。

　物品販売事業の主要品目は、次のとおりであります。

区分 主要品目

音 響 映 像 商 品 カメラ、テレビ、レコーダー、ビデオカメラ、オーディオ　他

家 庭 電 化 商 品 冷蔵庫、洗濯機、調理家電、季節家電、理美容家電　他

情 報 通 信 機 器 商 品 パソコン本体、パソコン周辺機器、パソコンソフト、携帯電話　他

そ の 他 の 商 品
ゲーム、時計、中古パソコン等、スポーツ用品、玩具、メガネ・
コンタクト、酒類・飲食物、医薬品・日用雑貨　他

－ 8 －

重要な子会社の状況、主要な事業内容
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(8) 主要な事業所（平成29年８月31日現在）

　「主要な事業所」につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、当

社ウェブサイト（http://www.biccamera.co.jp/ir/）に掲載しております。

(9) 使用人の状況（平成29年８月31日現在）

①　企業集団の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

8,353名（6,935名） 230名増（1,060名増）

 (注) 1.　使用人数は、就業人員数であります。
2.　（　）は臨時雇用者数（アルバイト、派遣社員を含む）であり、年間の平均人員（１日１人

８時間換算）を外数で記載しております。

②　当社の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

4,393名（1,957名） 165名増（403名増） 33.3歳 9.6年

 (注) 1.　使用人数は、就業人員数であります。
2.　（　）は臨時雇用者数（アルバイト、派遣社員を含む）であり、年間の平均人員（１日１人

８時間換算）を外数で記載しております。

(10) 主要な借入先（平成29年８月31日現在）

借入先 借入金残高（百万円）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 15,293

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 10,371

株 式 会 社 足 利 銀 行 8,425

株 式 会 社 り そ な 銀 行 6,519

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,358

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 9 －
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2.　会社の株式に関する事項（平成29年８月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 508,200,000株

(2) 発行済株式の総数 182,478,765株

(3) 株主数 206,491名

(4) 大株主

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 20,673,300 11.37

株 式 会 社 ラ ・ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 18,661,500 10.26

みずほ信託銀行株式会社有価証券管理信託0700026 13,257,000 7.29

管理信託(A001) 受託者 株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 8,898,100 4.89

三井住友信託銀行株式会社（信託口 甲１号） 8,617,600 4.74

野村信託銀行株式会社(信託口2052152) 7,500,000 4.12

管理信託(A009) 受託者 株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 6,800,000 3.74

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｓ テ レ ビ 6,119,000 3.37

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(リテール信託口820079254) 4,646,530 2.56

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 4,071,300 2.24

 (注) 1.　持株比率は、自己株式（658,600株）を控除して計算しております。
2.　みずほ信託銀行株式会社有価証券管理信託0700026、管理信託（A001）受託者 株式会社ＳＭ

ＢＣ信託銀行、三井住友信託銀行株式会社（信託口 甲１号）、野村信託銀行株式会社（信
託口2052152）、管理信託（A009）受託者 株式会社ＳＭＢＣ信託銀行及び日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社（リテール信託口820079254）の全持株数並びに日本トラスティ・サ
ービス信託銀行株式会社（信託口）の持株数のうち12,503,400株（持株比率6.88％）につい
ては、新井隆二氏が委託した信託財産であり、議決権行使に関する指図者は同氏でありま
す。

－ 10 －
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3.　会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付

された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項（平成29年８月31日現在）

　当社が発行している2021年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債に付

された新株予約権の内容は、以下のとおりであります。

区分
（発行年月日）

2021年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債
（平成26年６月26日）

新株予約権の数 537個

新株予約権の目的である株式の種類、
内容及び数

当社普通株式
本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する
数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を転換価額
で除した数とする。ただし、行使により生じる１株未満の
端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

新株予約権と引換えに払い込む金銭 無償

転換価額 949円

新株予約権を行使することができる
期間

平成26年７月11日から平成33年６月14日まで
（行使請求受付場所現地時間）

その他の新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権付社債の残高 5,384百万円

－ 11 －
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4.　会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役に関する事項（平成29年８月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 宮 嶋 宏 幸 社長執行役員

代表取締役副社長 川 村 仁 志 副社長執行役員

取 締 役 野 口 　 進 専務執行役員

取 締 役 浦 西 友 義 専務執行役員内部監査・内部統制管掌

取 締 役 安 部 　 徹
専務執行役員経営企画本部長兼経営企画部長兼広報・ＩＲ部
長、株式会社東京計画代表取締役社長、東京カメラ流通協同
組合代表理事

取 締 役 田 村 英 二 常務執行役員総務本部長兼人事部長

取 締 役 佐 味 祐 介 執行役員社長室長

取 締 役 大 塚 典 子 執行役員内部監査室長兼内部統制室長

取 締 役 森 岡 雅 人 執行役員人事・法務管掌

取 締 役 木 村 一 義 株式会社コジマ代表取締役会長兼社長代表執行役員

取 締 役 生 井 俊 重

取 締 役 佐 藤 正 昭

取 締 役 山 田 　 登

常 勤 監 査 役 小　泉　万里子

常 勤 監 査 役 上 山 昭 夫

監 査 役 岸　本　裕紀子

監 査 役 小 原 久 典

 (注) 1.　取締役生井俊重氏、取締役佐藤正昭氏及び取締役山田登氏は、社外取締役であります。
2.　監査役岸本裕紀子氏及び監査役小原久典氏は、社外監査役であります。
3.　当社は、上記社外取締役３名及び社外監査役２名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。
4.　当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
　　・平成28年11月17日開催の第36期定時株主総会における異動
　　　　就任　　取締役　　　　田村英二氏
　　　　就任　　取締役　　　　大塚典子氏
　　　　就任　　取締役　　　　森岡雅人氏
5.　代表取締役社長宮嶋宏幸氏は、株式会社コジマの取締役を兼務しております。
6.　代表取締役副社長川村仁志氏は、日本ＢＳ放送株式会社の取締役を兼務しております。
7.　取締役安部徹氏は、株式会社コジマの取締役を兼務しております。
8.　取締役木村一義氏は、大和ハウス工業株式会社の社外取締役、株式会社とちぎテレビの社外

取締役及びスパークス・グループ株式会社の社外監査役を兼務しております。

－ 12 －
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9.　監査役小原久典氏は、金融機関において要職を歴任されたのち、芙蓉総合リース株式会社に
おいて９年間にわたり経営に携わっており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おります。

10. 当社は執行役員制度を導入しております。平成29年８月31日現在における執行役員（執行役
員を兼務している取締役は除く。）は次の17名であります。

役職名 氏名

常務執行役員営業本部長 石川　勝芳

常務執行役員商品本部長兼商品企画部長 吉岡　英樹

常務執行役員ＥＣ事業本部長兼ＥＣ事業部長 秋保　　徹

執行役員（株式会社コジマ取締役副社長執行役員営業本部長） 塚本　智明

執行役員広告宣伝部長 堀越　　雄

執行役員物流部長 行方　伸介

執行役員システム部長 中根　貴志

執行役員経理部長 神谷　昭広

執行役員人事部担当部長兼ダイバーシティ推進室長 根本奈智香

執行役員人事部人材開発室長 佐々木浩一

執行役員法人営業部長 田島　憲一

執行役員財務部長 谷貝　和也

執行役員営業部長 小峰　浩一

執行役員有楽町店店長 佐藤　壮史

執行役員ビックロ新宿東口店店長 川崎　義勝

執行役員新宿西口店店長 岩見信一郎

執行役員（株式会社ソフマップ代表取締役社長） 渡辺　武志

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区分 人数（名） 報酬等の額（百万円）

取 締 役 13 〔3〕 255〔27〕

監 査 役 4 〔2〕 37 〔8〕

合 計 17 293

 (注) 1.　取締役の報酬限度額は、平成17年11月30日開催の第25期定時株主総会において、年額450百
万円以内と決議いただいております。また、平成27年11月26日開催の第35期定時株主総会に
おいて、上記の報酬等の額とは別枠で、取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬型
ストック・オプションに関する報酬限度額を年額100百万円以内と決議いただいております。

2.　監査役の報酬限度額は、平成17年11月30日開催の第25期定時株主総会において、年額80百万
円以内と決議いただいております。

3.　社外取締役・社外監査役に対する報酬及びその人数は、〔　〕内に内数にて記載しておりま
す。

－ 13 －
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(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　監査役小原久典氏は、平成29年６月27日に五洋建設株式会社の社外取締役

を退任しております。なお、当社と同社との間には重要な取引その他の関係

はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

　各社外役員は、定期的に開催される取締役会に出席し、公正な意見の表明

を行いました。また、各社外監査役は、定期的に開催される監査役会に出席

し、監査の方法その他の監査役の職務の執行に関する事項について、意見表

明を行いました。

取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（17回開催） 監査役会（18回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取 締 役 生 井 俊 重 17回 100％ －回 －％

取 締 役 佐 藤 正 昭 17 100 － －

取 締 役 山 田 　 登 17 100 － －

監 査 役 岸　本　裕紀子 17 100 18 100

監 査 役 小 原 久 典 17 100 17 94

③　責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、社外役員全員と会社

法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く賠償責任の限度額はいずれも法令が規定する最低責任限度額であります。

－ 14 －
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5.　会計監査人に関する事項

(1) 名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

支払額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 55

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額
126

 (注) 1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況や報酬見積もりの算出
根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同
意を行っております。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、

取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。

－ 15 －
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6.　業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

　「業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要」につきまして

は 、 法 令 及 び 定 款 第 1 4 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.biccamera.co.jp/ir/）に掲載しております。

7.　剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主への適正な利益配当を最も重要な経営課題の一つと考えており

ます。財務体質の強化と内部留保の充実を考慮し、将来の事業拡大等を総合的

に勘案した上で、長期にわたり安定した利益配当を継続していくことを利益配

分の基本方針としております。

　当社は定款に取締役会決議による剰余金の配当等を可能とする規定を設けて

おりますが、当事業年度の期末配当は株主の皆様のご意向を直接伺う機会を確

保するため株主総会の決議事項としております。

　当事業年度の期末配当につきましては、当社普通株式１株当たり７円とさせ

ていただく予定であります。なお、年間配当は１株当たり12円（中間配当５円、

期末配当７円）となります。

（注）本事業報告中の百万円単位の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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連　結　貸　借　対　照　表
（平成29年８月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

番 組 勘 定

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

172,153

19,997

31,497

101,812

509

67

6,883

11,742

△356

178,057

81,972

27,974

458

46,227

3,020

1,814

2,476

22,129

4,351

17,778

73,955

14,371

1,100

10,041

2,996

44,419

1,453

△427

流 動 負 債 150,272

買 掛 金 47,177

短 期 借 入 金 33,200

１年内返済予定の長期借入金 23,546

リ ー ス 債 務 1,104

未 払 法 人 税 等 5,128

賞 与 引 当 金 3,148

ポ イ ン ト 引 当 金 11,567

店舗閉鎖損失引当金 336

資 産 除 去 債 務 136

そ の 他 24,926

固 定 負 債 54,345

社 債 5,384

長 期 借 入 金 15,216

リ ー ス 債 務 2,679

繰 延 税 金 負 債 166

商 品 保 証 引 当 金 1,625

店舗閉鎖損失引当金 1,256

退職給付に係る負債 13,693

資 産 除 去 債 務 8,975

そ の 他 5,346

負 債 合 計 204,617

純 資 産 の 部

株 主 資 本 119,578

資 本 金 23,237

資 本 剰 余 金 24,386

利 益 剰 余 金 72,195

自 己 株 式 △241

その他の包括利益累計額 2,636

その他有価証券評価差額金 3,561

退職給付に係る調整累計額 △924

非支配株主持分 23,378

純 資 産 合 計 145,593

資 産 合 計 350,211 負債・純資産合計 350,211

 (注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 17 －
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連　結　損　益　計　算　書

(自　平成28年９月１日
至　平成29年８月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 790,639

売 上 原 価 571,773

売 上 総 利 益 218,865

販売費及び一般管理費 197,011

営 業 利 益 21,854

営 業 外 収 益

受 取 利 息 100

受 取 配 当 金 195

受 取 手 数 料 1,296

協 賛 金 収 入 340

補 助 金 収 入 724

そ の 他 461 3,119

営 業 外 費 用

支 払 利 息 418

賃 貸 収 入 原 価 62

支 払 手 数 料 70

そ の 他 57 608

経 常 利 益 24,364

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 159

投 資 有 価 証 券 売 却 益 436

受 取 補 償 金 150 745

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 86

投 資 有 価 証 券 評 価 損 873

減 損 損 失 930

そ の 他 473 2,364

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 22,745

法人税、住民税及び事業税 7,922

法 人 税 等 調 整 額 △706

当 期 純 利 益 15,529

非支配株主に帰属する当期純利益 2,024

親会社株主に帰属する当期純利益 13,505

 (注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年８月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

104,733

3,257

13,339

50,814

106

52

2,740

4,389

15,862

14,186

△15

138,458

51,082

14,111

118

11

7

956

32,596

1,497

1,782

16,054

11,023

9

3,628

1,393

71,321

11,457

24,223

338

3

870

108

4,300

29,946

225

△152

流 動 負 債 105,537

買 掛 金 41,241

短 期 借 入 金 27,800

１年内返済予定の長期借入金 6,885

リ ー ス 債 務 560

未 払 金 7,245

未 払 費 用 1,135

未 払 法 人 税 等 3,300

前 受 金 2,252

預 り 金 1,640

前 受 収 益 176

賞 与 引 当 金 1,824

ポ イ ン ト 引 当 金 9,517

資 産 除 去 債 務 23

そ の 他 1,932

固 定 負 債 32,581

社 債 5,384

長 期 借 入 金 9,480

関係会社長期借入金 834

リ ー ス 債 務 1,055

退 職 給 付 引 当 金 9,219

資 産 除 去 債 務 4,236

そ の 他 2,372

負 債 合 計 138,119

純 資 産 の 部

株 主 資 本 101,924

資 本 金 23,237

資 本 剰 余 金 24,327

資 本 準 備 金 24,327

利 益 剰 余 金 54,601

利 益 準 備 金 27

その他利益剰余金 54,573

別 途 積 立 金 8,760

繰越利益剰余金 45,813

自 己 株 式 △241

評価・換算差額等 3,147

その他有価証券評価差額金 3,147

純 資 産 合 計 105,072

資 産 合 計 243,192 負債・純資産合計 243,192

 (注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成28年９月１日
至　平成29年８月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 442,607

売 上 原 価 319,971

売 上 総 利 益 122,636

販売費及び一般管理費 108,846

営 業 利 益 13,789

営 業 外 収 益

受 取 利 息 76

受 取 配 当 金 825

受 取 手 数 料 1,173

そ の 他 837 2,913

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 179

賃 貸 収 入 原 価 48

そ の 他 49 278

経 常 利 益 16,425

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 435

関 係 会 社 株 式 売 却 益 180 615

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 31

投 資 有 価 証 券 評 価 損 873

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,037

減 損 損 失 311 2,253

税 引 前 当 期 純 利 益 14,787

法人税、住民税及び事業税 5,583

法 人 税 等 調 整 額 △655

当 期 純 利 益 9,859

 (注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 20 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年10月16日

株式会社　ビックカメラ

取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 末 　 村 　 あ お ぎ 印

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 山 本 道 之 印

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ビックカメラの平成28年９月１日
から平成29年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ビックカメラ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 21 －
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年10月16日

株式会社　ビックカメラ

取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 末 　 村 　 あ お ぎ 印

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 山 本 道 之 印

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ビックカメラの平成28年９
月１日から平成29年８月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年９月１日から平成29年８月31日までの第37期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結
果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方
針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室並びに内部統制室その他の使用人
等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び店舗において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査の実施
基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社につ
いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

－ 23 －
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。

　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において開
示すべき重要な不備はない旨の報告を取締役等及び有限責任監査法人トー
マツから受けております。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

(3)　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

平成29年10月19日
株式会社ビックカメラ　監査役会

常勤監査役 小泉　万里子 ㊞

常勤監査役 上山　昭　夫 ㊞

監　査　役 岸本　裕紀子 ㊞

監　査　役 小原　久　典 ㊞

（注）監査役岸本裕紀子及び監査役小原久典は、会社法第２条第16号及び第335条
第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 24 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への適正な利益配当を最も重要な経営課題の一つと考えて

おります。財務体質の強化と内部留保の充実を考慮し、将来の事業拡大等を総合

的に勘案したうえで、長期にわたり安定した利益配当を継続していくことを利益

配当の基本方針としております。

　このような方針のもと、当期の期末配当につきましては、以下のとおり、１株

につき７円といたしたいと存じます。

　なお、平成29年５月に中間配当を１株につき５円にて実施しておりますので、

当期の年間配当金は１株につき12円となります。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき７円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は、1,272,741,155円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

平成29年11月17日といたしたいと存じます。

－ 25 －

剰余金処分議案



2017/10/19 15:28:29 / 17325826_株式会社ビックカメラ_招集通知

第２号議案　取締役13名選任の件

　取締役全員（13名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります
ので、取締役13名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

１
みや

宮
 

　
じま

嶋
 

　
ひろ

宏
 

　
ゆき

幸
（昭和34年10月24日生）

昭和59年３月　当社入社
平成８年４月　当社取締役池袋本店店長
平成14年６月　当社取締役営業本部長
平成16年11月　当社専務取締役商品本部長
平成17年３月　当社代表取締役専務商品本部長
平成17年11月　当社代表取締役社長
平成23年９月　当社代表取締役社長代表執

行役員
平成24年６月　株式会社コジマ取締役（現任）
平成28年９月　当社代表取締役社長社長執

行役員（現任）
【選任理由】
宮嶋宏幸氏は平成17年11月より当社代表取
締役社長を務めており、当社グループの中
で培った豊富な経験・実績・見識を有して
おり、強いリーダーシップによる当社グル
ープ経営の推進に適任であると判断し、取
締役候補者としております。

281,400株

－ 26 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

２
かわ

川
 

　
むら

村
 

　
ひと

仁
 

　
し

志
（昭和30年９月３日生）

昭和51年４月　株式会社ビックカラー（昭
和53年５月に株式会社ビッ
クカメラ（高崎）に商号変
更）入社

平成元年２月　株式会社ビックカメラ（高
崎）代表取締役社長

平成10年３月　株式会社生毛工房代表取締
役社長

平成19年11月　日本ＢＳ放送株式会社社外
監査役

平成20年11月　当社取締役（総務担当）
平成21年２月　当社取締役総務部長
平成23年９月　当社取締役執行役員総務部長
平成25年１月　当社取締役副社長
平成27年９月　当社取締役副社長副社長執行

役員総務本部長兼総務部長
平成27年11月　日本ＢＳ放送株式会社取締

役（現任）
平成27年12月　当社取締役副社長副社長執

行役員総務本部長兼総務部
長兼法務部長

平成28年４月　当社取締役副社長副社長執行
役員総務本部長兼法務部長

平成28年９月　当社取締役副社長副社長執
行役員

平成28年11月　当社代表取締役副社長副社
長執行役員（現任）

【選任理由】
川村仁志氏は長年にわたり、総務部門の責
任者を務めるばかりでなく、当社グループ
会社代表取締役社長等を歴任するなど当社
グループの中で培った豊富な経験・実績・
見識を有しております。その見識等を経営
に活かすことを期待し、取締役候補者とし
ております。

174,300株

－ 27 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

３
の

野
 

　
ぐち

口
 

　
 

　
 

　
すすむ

進
（昭和31年12月13日生）

昭和61年３月　当社入社
平成８年４月　当社取締役渋谷東口店店長
平成10年５月　当社取締役商品部長
平成17年11月　当社取締役関連事業部長
平成18年２月　株式会社ソフマップ代表取

締役社長
平成21年９月　当社常務取締役商品本部長
平成23年９月　当社常務取締役常務執行役

員商品本部長
平成23年11月　当社取締役常務執行役員商

品本部長
平成24年３月　当社取締役常務執行役員営

業本部長
平成25年４月　当社取締役専務執行役員

（現任）
【選任理由】
野口進氏は長年にわたり、商品仕入部門の
責任者を務めるばかりでなく、当社グルー
プ会社の代表取締役社長を歴任するなど当
社グループの中で培った豊富な経験・実
績・見識を有しております。その見識等を
経営に活かすことを期待し、取締役候補者
としております。

17,500株

４
うら

浦
 

　
にし

西
 

　
とも

友
 

　
よし

義
（昭和26年２月16日生）

昭和49年４月　大蔵省（現財務省）入省
平成10年１月　在英国日本大使館公使
平成12年６月　金融庁参事官（監督局担当）
平成13年６月　財務省横浜税関長
平成14年６月　関税局審議官
平成15年８月　株式会社東京証券取引所執

行役員
平成21年６月　同社常務取締役
平成25年６月　当社入社　顧問
平成25年９月　当社専務執行役員財務経理

本部長
平成25年11月　当社取締役専務執行役員財

務経理本部長
平成27年４月　当社取締役専務執行役員内部

監査・内部統制管掌（現任）
【選任理由】
浦西友義氏は財務省や金融庁において長年に
わたり、金融行政等に関与してきた経験や幅
広い知識を有し、また株式会社東京証券取引
所において要職を務めてきた経験に基づく高
度な見識を有しております。平成25年６月、
当社入社以降、財務・経理や内部監査・内部
統制部門に携わり、これらに関する豊富な見
識を有しております。その見識等を経営に活
かすことを期待し、取締役候補者としており
ます。

2,500株

－ 28 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

５
あ

安
 

　
べ

部
 

　
 

　
 

　
とおる

徹
（昭和36年６月16日生）

平成17年７月　当社入社
平成18年２月　当社社長室長
平成21年11月　当社取締役経営企画部長
平成22年11月　当社取締役経営企画本部長

兼経営企画部長
平成22年11月　東京カメラ流通協同組合代

表理事（現任）
平成23年９月　当社取締役執行役員経営企

画本部長兼経営企画部長
平成24年９月　当社取締役常務執行役員経営

企画本部長兼経営企画部長
平成25年１月　株式会社東京計画代表取締

役社長（現任）
平成25年11月　株式会社コジマ取締役（現任）
平成26年９月　当社取締役常務執行役員経

営企画本部長兼経営企画部
長兼広報・ＩＲ部長

平成29年２月　当社取締役専務執行役員経
営企画本部長兼経営企画部
長兼広報・ＩＲ部長（現任）

【選任理由】
安部徹氏は長年にわたり、経営戦略策定部
門の責任者を務めるばかりでなく、当社グ
ループ会社の代表取締役社長等を歴任する
など当社グループの中で培った豊富な経
験・実績・見識を有しております。その見
識等を経営に活かすことを期待し、取締役
候補者としております。

11,200株

６
た

田　
むら

村　
えい

英　
じ

二
（昭和35年１月19日生）

昭和58年４月　株式会社リクルート入社
平成11年７月　同社社長室長
平成18年４月　同社健康保険組合健康管理室長
平成22年６月　当社入社
平成22年10月　当社経営企画部副部長
平成23年４月　当社経営企画部部長
平成23年９月　当社執行役員人事部長
平成28年９月　当社執行役員総務本部長兼

人事部長
平成28年11月　当社取締役執行役員総務本

部長兼人事部長
平成29年２月　当社取締役常務執行役員総

務本部長兼人事部長（現
任）

【選任理由】
田村英二氏は長年にわたり、人事部門・経
営企画部門の責任者を務め、豊富な経験・
実績・見識を有しております。その見識等
を経営に活かすことを期待し、取締役候補
者としております。

25,600株

－ 29 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

７  
さ

佐
 

　
み

味
 

　
ゆう

祐
 

　
すけ

介
（昭和34年12月６日生）

昭和57年４月　通商産業省（現経済産業
省）入省

平成10年11月　大分県商工労働観光部長
平成13年１月　経済産業省商務情報政策局

サービス産業課長
平成14年６月　公正取引委員会事務総局経

済取引局経済調査課長
平成23年７月　財団法人交流協会台北事務

所副代表
平成26年５月　当社入社　顧問
平成27年９月　当社執行役員社長室長
平成27年11月　当社取締役執行役員社長室長

（現任）
【選任理由】
佐味祐介氏は経済産業省において長年にわ
たり、産業政策に関与してきた経験や幅広
い知識・人脈を有しており、平成26年５月
当社入社以降、それらを活かし業務提携案
件等に携わり実績を積んでおります。その
見識等を経営に活かすことを期待し、取締
役候補者としております。

1,500株

８
おお

大　
つか

塚　
のり

典　
こ

子
（昭和40年９月22日生）

平成３年８月　当社入社
平成10年９月　当社池袋東口駅前店店長
平成13年９月　株式会社ビックトイズ代表

取締役社長
平成17年５月　当社内部監査室長
平成23年９月　当社内部監査室長兼内部統

制室長
平成25年９月　当社執行役員内部監査室長

兼内部統制室長
平成28年11月　当社取締役執行役員内部監

査室長兼内部統制室長（現
任）

【選任理由】
大塚典子氏は長年にわたり、内部監査・内
部統制部門の責任者を務めるばかりでなく
当社グループ会社代表取締役社長を歴任す
るなど当社グループの中で培った豊富な経
験・実績・見識を有しております。その見
識等を経営に活かすことを期待し、取締役
候補者としております。

600株

－ 30 －

取締役選任議案



2017/10/19 15:28:29 / 17325826_株式会社ビックカメラ_招集通知

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

９
もり

森
 

　
おか

岡
 

　
まさ

雅
 

　
と

人
（昭和32年７月９日生）

昭和55年４月　労働省(現厚生労働省)入省
平成３年５月　内閣法制局第一部参事官補
平成19年８月　厚生労働省神奈川労働局長
平成21年７月　厚生労働省大臣官房審議官
平成24年９月　厚生労働省大阪労働局長
平成25年７月　独立行政法人労働者健康福

祉機構理事
平成28年６月　当社入社　顧問
平成28年９月　当社執行役員人事･法務管掌
 平成28年11月　当社取締役執行役員人事･法

務管掌（現任）
【選任理由】
森岡雅人氏は厚生労働省において長年にわ
たり、労働行政に関与してきた経験や幅広
い知識を有しております。平成28年６月以
降、当社顧問・執行役員（人事・法務管掌）
として主に労務面の管理監督に携わり、こ
れらに関する豊富な見識を有しておりま
す。その見識等を経営に活かすことを期待
し、取締役候補者としております。

300株

10
き

木
 

　
むら

村
 

　
かず

一
 

　
よし

義
（昭和18年11月12日生）

昭和42年４月　日興證券株式会社入社
平成12年３月　同社取締役副社長
平成17年６月　日興コーディアル証券株式

会社取締役会長
平成24年４月　当社入社　顧問
平成24年６月　大和ハウス工業株式会社社

外取締役（現任）
平成24年６月　スパークス・グループ株式

会社社外監査役（現任）
平成24年11月　当社取締役（現任）
平成25年２月　株式会社コジマ代表取締役会長
平成25年９月　同社代表取締役会長兼社長

代表執行役員（現任）
平成26年６月　株式会社とちぎテレビ社外

取締役（現任）
【選任理由】
木村一義氏は大手証券会社の経営者として
の豊富な経験と高い見識を有するばかりで
なく、平成25年２月以降、当社グループ株
式会社コジマ代表取締役会長を歴任するな
ど当社グループの中で培った豊富な経験・
実績・見識を有しております。その見識等
を経営に活かすことを期待し、取締役候補
者としております。

7,100株

－ 31 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

11
なま

生
 

　
い

井
 

　
とし

俊
 

　
しげ

重
（昭和18年11月26日生）

 平成11年６月　株式会社東京放送取締役経
　　　　　　　 営企画局長
平成13年６月　同社上席執行役員経営企画

局長兼ＩＲ推進室長
平成14年６月　株式会社ビーエス・アイ代

表取締役社長
平成14年６月　株式会社東京放送取締役
平成17年11月　当社取締役（現任）
平成21年６月　株式会社ＴＢＳサービス取

締役会長
平成21年６月　株式会社東京放送ホールデ

ィングス顧問
平成21年６月　株式会社ＢＳ－ＴＢＳ顧問
平成28年４月　株式会社ＢＳ－ＴＢＳシニ

アアドバイザー（現任）
平成29年６月　株式会社ＴＢＳテレビ顧問

（現任）
【社外取締役候補者としての選任理由】
生井俊重氏は経営者として豊かな経験と幅
広い見識を有しておられ、その幅広い見地
から当社経営に対する的確な助言、独立し
た立場からの監督機能の発揮により、社外
取締役としての職務を適切に遂行いただけ
るものと判断しております。なお、当社の
社外取締役としての在任期間は本定時株主
総会終結の時をもって12年となります。

21,700株

12
さ

佐
 

　
とう

藤
 

　
まさ

正
 

　
あき

昭
（昭和17年７月27日生）

平成14年４月　株式会社みずほ銀行取締役
副頭取

平成15年７月　日本橋興業株式会社顧問
平成16年３月　昭栄株式会社取締役
平成16年６月　株式会社ニチレイ監査役
平成17年３月　昭栄株式会社取締役会長
平成22年３月　同社相談役
平成22年11月　当社取締役（現任）
平成28年６月　株式会社ＴＯＫＡＩホール

ディングス顧問（現任）
【社外取締役候補者としての選任理由】
佐藤正昭氏は経営者として豊かな経験と幅
広い見識を有しておられ、その幅広い見地
から当社経営に対する的確な助言、独立し
た立場からの監督機能の発揮により、社外
取締役としての職務を適切に遂行いただけ
るものと判断しております。なお、当社の
社外取締役としての在任期間は本定時株主
総会終結の時をもって７年となります。

32,300株

－ 32 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

13
やま

山
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
のぼる

登
（昭和20年３月23日生）

昭和44年４月　株式会社日本経済新聞社入社
平成11年７月　株式会社テレビ東京ネット

ワーク局長
平成13年３月　株式会社ＢＳジャパン取締

役（総務担当）
平成16年７月　株式会社テレビ北海道専務

取締役（編成担当）
平成19年６月　株式会社ＢＳジャパン代表

取締役社長
平成24年６月　株式会社日本経済新聞社顧問
平成27年11月　当社取締役（現任）
【社外取締役候補者としての選任理由】
山田登氏は経営者として豊かな経験と幅広
い見識を有しておられ、その幅広い見地か
ら当社経営に対する的確な助言、独立した
立場からの監督機能の発揮により、社外取
締役としての職務を適切に遂行いただける
ものと判断しております。なお、当社の社
外取締役としての在任期間は本定時株主総
会終結の時をもって２年となります。

1,800株

 (注) 1.　取締役候補者安部徹氏は株式会社東京計画の代表取締役であり、当社は同
社との間で広告料の支払、不動産の賃借等の取引があります。
また、同氏は東京カメラ流通協同組合の代表理事であり、当社は同組合と
の間で資金の借入等の取引があり、また同組合の債務について保証をして
おります。

2.　取締役候補者木村一義氏は株式会社コジマの代表取締役であり、当社は同
社との間で商品の発注業務の受託及び代金の支払業務の受託並びに資金の
貸付等の取引があり、また同社の債務について保証をしているとともに家
電品等販売に関する事業において競業関係にあります。

3.　上記以外の各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
4.　生井俊重氏、佐藤正昭氏及び山田登氏は社外取締役候補者であります。
5.　社外取締役との責任限定契約について

当社は、会社法第427条第１項及び定款第30条に基づき生井俊重氏、佐藤正
昭氏及び山田登氏との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額はいずれも法令が
規定する最低責任限度額であります。三氏が再選され、社外取締役に就任
したときは、当社は三氏との間の上記責任限定契約を継続する予定であり
ます。

6.　独立役員について
当社は、生井俊重氏、佐藤正昭氏及び山田登氏を東京証券取引所の定めに
基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、三氏が取締役に
再選され就任した場合には、引き続き独立役員の届出を継続する予定であ
ります。

－ 33 －

取締役選任議案
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、利光剛氏を社外監査役
の補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。
　なお、本議案における選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意のうえ取締
役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

とし

利
 

　
みつ

光　
 

　
たけし

剛
（昭和47年５月30日生）

平成12年３月　慶應義塾大学大学院理工学研究科 
後期博士課程修了 博士（理学）

平成12年３月　あさがおシステム株式会社設立
取締役

平成14年10月　株式会社エムティービーインベ
ストメントテクノロジー研究所
(現 株式会社三菱ＵＦＪトラス
ト投資工学研究所）入社

平成23年12月　弁護士登録　松田綜合法律事務
所入所

平成26年７月　セブンライツ法律事務所 設立
共同代表（現任）

平成27年10月　丸大大成商事株式会社 取締役
（現任）

平成29年４月　社会福祉法人慶生会 監事（現任）
【補欠の社外監査役としての選任理由】
利光剛氏は経営者として、また弁護士として豊
かな経験と幅広い見識を有しておられ、その知
識等を当社の監査体制に活かしていただきたい
ため、補欠の社外監査役候補者として選任をお
願いするものであります。

－株

（注）1.　候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.　利光剛氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3.　補欠の社外監査役との責任限定契約について

利光剛氏が補欠監査役に選任され、社外監査役に就任したときは、当社は、
会社法第427条第１項及び定款第42条に基づき、会社法第423条第１項の賠
償責任を限定する契約を同氏との間で締結する予定であります。なお、当
該契約に基づく賠償責任の限度額は法令が規定する最低責任限度額であり
ます。

以上

－ 34 －

補欠監査役選任議案
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メ　　モ

－ 35 －

メモ
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株主総会会場ご案内図

会　場：板橋区立文化会館　大ホール
東京都板橋区大山東町51－１　電話　03（3579）2222

板橋
区役所前駅

デニーズ

板橋税務署

板橋都税事務所

板橋区
保健所

区立板橋
第一中学校

東京都健康長寿
医療センター

板橋区立文化会館板橋区立文化会館

交番

ビッグ・エー
セブン
イレブン

郵便局

ファミリーマート

Ａ３
出口

山
手
通
り

北口

南口

北口

東口

南口 東
武
東
上
線

都
営
三
田
線

大山駅大山駅

遊座大山商店街
踏切を
渡る

地下道を
通る

板橋区立グリーンホール
（旧産文ホール）

板橋
区役所

板橋区
情報処理
センター

（交通）●東武東上線「大山」駅
・北口（上りホーム）改札を出て、徒歩約５分
・南口（下りホーム）改札を出たあと、踏切を渡り遊座大山商店街方面
へ徒歩約６分＜踏切でお時間を要する場合がございます＞

・東口（下りホーム）改札を出たあと、地下道を通り北口方面へ、徒歩
約５分＜改札利用時間７：00～22：00＞

●都営三田線「板橋区役所前」駅
・Ａ３出口から徒歩約７分
※板橋区立グリーンホールとお間違えのないようにご注意ください。

本総会は、おみやげの配布は予定しておりません。

環境に優しい植物性大豆油インキを使用しております。

地図




